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加納東自治会連合会第 13 支部 

自治会員 各位 

                     加納東自主防災団第 13 分団 

                        分団長   西尾 憲二 

今後の防災活動（在宅避難の課題）について 

岐阜市は南海トラフを想定した災害被害想定調査を令和２年度実施しました。 

加納の建物被害率 30.8％、人的被害率 1.5％（昼間人口 7,201 人  要救 

助者数 41 人 避難者数 852 人）という数字データを岐阜市ホームページで 

公開しています。（https://www.city.gifu.lg.jp/kurashi/bousai/1001411/1001415.html） 

今後の安否確認及び防災活動については、在宅避難を念頭に活動を各自治会 

が行っていかなければなりません。しかしながら予算や防災人材のいない各自 

治会では、できないことがあります。 

 自主防災団（防災士・岐阜市補助事業）と自治会連合会（非常用災害対策費） 

がしなければならないことを以下に列記します。 

記 

 １ 支部ごとに防災倉庫の設置（備品及び備蓄食料等） 

 ２ 散水栓設置場所の確認（散水栓放水訓練の実施） 

 ３ 加納地域家屋の耐震調査実施 

 ４ 用避難支援者の避難計画（岐阜市から民生委員及び写経に依頼済み） 

 ５ 液状化調査（リスクに対する対策） 

https://www.city.gifu.lg.jp/kurashi/bousai/1001411/1001415.html

































